
(証券コード 2706)
令和元年５月９日

株 主 各 位
東京都練馬区豊玉北５丁目14番６号

株式会社 ブロッコリー
代表取締役社長 高 橋 善 之

　

第25期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第25期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行

使書用紙に賛否をご表示いただき、令和元年５月23日（木曜日）午後６時までに到着

するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 令和元年５月24日（金曜日）午前10時

（受付開始・開場：午前９時30分）

2. 場 所 東京都練馬区練馬１-17-37

練馬文化センター 大ホール（こぶしホール）

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 第25期（自 平成30年３月１日 至 平成31年２月28日）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役１名選任の件

第３号議案 監査役１名選任の件

第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金支給の件

第５号議案 役員賞与支給の件
以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　 ●当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を、会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。
●株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイトhttps://www.broccoli.co.jpに掲載させていただきます。
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添付書類
事 業 報 告

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

１. 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当社が属するエンターテインメント業界におきましては、国内・海外ともにスマー

トフォンゲーム市場の継続した成長に加え、国内家庭用ゲーム市場も順調に推移して

おり、世界的なゲームコンテンツ市場の更なる拡大への期待が高まっております。

このような環境の中、当社は当事業年度におきまして、メインコンテンツ『うたの

☆プリンスさまっ♪』のエバーグリーン化・『Z/X（ゼクス）』の復活と、グッズにおき

ましてはヒットアイテムの創出と高収益化を図ると共に、さらに新規コンテンツの創

出にも取り組んでまいりました。

以下、当事業年度（自 平成30年３月１日 至 平成31年２月28日）の経営成績概況に

ついて申し上げます。

『うたの☆プリンスさまっ♪』につきましては、平成30年２月より『Shining

Masterpiece Show企画展』(注１)、４月に舞台『JOKER TRAP』公演（注２）、５月『ST

☆RISH』初のファンミーティング『Welcome to ST☆RISH world!!』公演(注３)、６月

コンセプトショップ『SHINING STORE 2018』開催、９月に８周年記念イベント『うた

の☆プリンスさまっ♪ 雪月花 Eternal Moment』開催、同月に舞台『ポラリス』公演

（注２）、11月『アニメイトガールズフェスティバル2018』出展（注４）、同月

『QUARTET NIGHT LIVE FUTURE 2018』 公 演 ( 注 ３ )、12 月 『PRINCE CAT –WINTER

HOLIDAY-』開催など、自社イベント開催に加え、各企業とのコラボイベント等に数多

く取り組みました。結果として、『うたの☆プリンスさまっ♪』グッズは、前年実績を

上回る売上高となりました。

CD売上におきましては、『QUARTET NIGHT LIVE FUTURE 2018』、『うたの☆プリンスさ

まっ♪ 雪月花 Eternal Moment』関連CDのほか、本年６月14日より全国126館にて上映

予定の『劇場版 うたの☆プリンスさまっ♪ マジLOVEキングダム』に先駆けた『劇場

版 うたの☆プリンスさまっ♪ マジLOVEキングダム スペシャルユニットドラマCD』６

作品を12月から２月にかけて発売いたしましたが、前年実績には届きませんでした。
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ゲームアプリ『うたの☆プリンスさまっ♪ Shining Live』は、８月に１周年特別イ

ベントも開催し、通期で売上を確保したことで、前年実績を上回るロイヤリティ収入

となりました。

次にトレーディングカードゲーム『Z/X -Zillions of enemy X-（ゼクス ジリオン

ズ オブ エネミー エックス）』（以下、『Z/X（ゼクス）』）におきましては、９月にシリ

ーズ累計27百万パックを突破。11月に開催した大型イベント『ゼクストリーム

2018.WINTER in 秋葉原』も大盛況を収めました。また、同11月に発売したEXパック

『ゼクステージ！』では、カード内に登場するアイドルユニット『SHiFT(シフト)』の

キャラクターボイスを担当する声優５名によるシークレットミニライブ開催など多彩

な施策も行った結果、売上高は前年実績を大きく上回り、売上高・営業利益ともにＶ

字回復を果たすことができました。

他社ライセンスグッズにおきましては、当社発のヒットぬいぐるみ『ちゅんコレ』

シリーズを筆頭に、ぬいぐるみの新シリーズ発売も貢献し、多数の他社タイトルのラ

イセンス許諾を得られたことでラインナップの大幅強化につながり、上述の『うたの

☆プリンスさまっ♪』グッズ同様、前年実績を上回る売上高となりました。

これらの結果、当事業年度の売上高は5,975百万円（前期比10.4％増）、営業利益809

百万円（同39.3％増）、経常利益834百万円（同40.3％増）、当期純利益550百万円（同

35.8％増）となりました。

新規コンテンツ開発につきましては、本年リリース予定のゲームアプリ『マルチポ

イント×コネクション～稜風学園購買部～』（https://maru-cone.com/）のほか、本年

３月に、漫画家「石田スイ」氏との新プロジェクト『ジャックジャンヌ』

（https://jackjeanne.com/）を発表いたしました。今後の続報につきましては、順次、

特設サイト等にて発表させていただきます。また、本年４月12日発表の中期経営計画

にてお知らせいたしましたとおり、上述以外の新規コンテンツ開発も進行しており、

引き続きさらなる企業価値向上に向けて邁進してまいります。

（注１）主催：株式会社東京ドーム

（注２）主催：劇団シャイニング
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（注３）主催：うた☆プリ劇場版製作委員会

（注４）主催：アニメイトガールズフェスティバル実行委員会

(2) 設備投資等の状況

特記すべき設備投資はありません。

(3) 資金調達の状況

特記すべき資金調達はありません。

(4) 対処すべき課題

当社は令和２年２月期を初年度とする３ヵ年の中期経営計画を策定いたしました。

中期経営計画では「Go to the Next Stage 次のステージへ突き進め！」というス

ローガンのもと、

①『既存事業における安定的な収益獲得』

②『新たなコンテンツの創出を強化』

③『事業成長を支える経営支援体制の構築』

を基本戦略として、当社の継続的成長に向け全社一丸となって経営目標、将来ビジ

ョンの実現に取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう

お願い申し上げます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

期 別
項 目

第22期
(平成28年２月期)

第23期
(平成29年２月期)

第24期
(平成30年２月期)

第25期
(当事業年度)

(平成31年２月期)

売 上 高 (千円) 6,429,700 5,692,664 5,410,533 5,975,201

営 業 利 益 (千円) 1,010,369 707,271 581,027 809,222

経 常 利 益 (千円) 989,948 728,358 594,388 834,190

当 期 純 利 益 (千円) 622,624 479,427 405,040 550,191

１株当たり当期純利益(円)
88.36

（17.67）
54.81

（10.96）
46.30

（9.26）
62.90

総 資 産 (千円) 9,680,159 9,491,452 10,025,771 10,282,551

純 資 産 (千円) 8,457,655 8,763,255 8,993,852 9,302,602

１株当たり純資産額(円)
966.88

（193.38）
1,001.82

（200.36）
1,028.18

（205.63）
1,063.49

（注）当社は、平成30年９月１日付で普通株式について５株を１株とする株式併合を実施しており
ます。第22期（平成28年２月期）の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり
当期純利益および１株当たり純資産額を算定しております。
なお、（ ）内は株式併合を行う前の金額です。

(6) 主要な事業内容（平成31年２月28日現在）

① コンテンツ（アニメ・ゲーム・音楽・映像・カードゲーム）の企画、制作

② キャラクター商品の企画・製作・販売

(7) 主要な営業所（平成31年２月28日現在）

本 社 東京都練馬区豊玉北５丁目14番６号

練馬高野台事業所 東京都練馬区高野台２丁目14番１号

(8) 使用人の状況(平成31年２月28日現在)

使用人数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

97名 3名増 35.0才 8年2ヶ月

(注) 使用人数には、使用人兼務役員２名及びアルバイト・パートタイマー16名は含まれておりませ
ん。

　

(9) 重要な親会社及び子会社の状況

該当事項はありません。

(10) 主要な借入先

該当事項はありません。
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(11) その他の会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 8,747,642株（うち自己株式 372株）

(3) 株主数 6,637名

(4) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

㈱ ハ ピ ネ ッ ト 2,200,000 25.15

㈱ ア ニ メ イ ト 680,000 7.77

ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ １３４０８８ 239,900 2.74

資産管理サービス信託銀行㈱（証券投資信託口） 150,500 1.72

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 135,300 1.55

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 116,800 1.34

ＢＡＲＣＬＡＹＳ ＢＡＮＫ ＰＬＣ Ａ／Ｃ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ Ａ／Ｃ ＰＢ ＣＡＹＭＡＮ ＣＬＩＥＮＴＳ 93,700 1.07

ＧＯＬＤＭＡＮ ＳＡＣＨＳ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ 76,086 0.87

エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ シ ス テ ム 開 発 ㈱ 65,800 0.75

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ モ ル ガ ン ・ ス タ ン レ ー 証 券 ㈱ 60,600 0.69

(注) 持株比率については、自己株式372株を除いて計算しております。

　

３. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 会社役員が有する新株予約権等のうち、職務執行の対価として交付されたものに

関する事項

該当事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に使用人等に対して職務執行の対価として交付された新株予約権等

に関する事項

該当事項はありません。
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４. 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の氏名等（平成31年２月28日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 森 田 知 治 最高経営責任者

代表取締役社長 高 橋 善 之 最高執行責任者

取 締 役 内 野 秀 紀
常務執行役員制作本部長
兼制作１部部長 兼制作３部部長

取 締 役 藤 岡 修
執行役員経営企画室室長
兼株式会社ハピネット常務執行役員

取 締 役 渡 邉 朋 浩
執行役員管理本部長
兼財務経理部部長 兼品質管理部部長

取 締 役 原 田 憲
執行役員マーケティング本部長
兼経営企画室次長 兼制作２部部長

常 勤 監 査 役 松 本 俊 徳

監 査 役 水 戸 重 之 弁護士

監 査 役 水 谷 安 秀 株式会社アニメイトホールディングス管理部会計室長

監 査 役 浅 津 英 男 株式会社ハピネット常勤監査役

(注) １. 当事業年度中における取締役の異動は以下のとおりであります。
取締役五十嵐一開氏は、平成30年５月24日をもって、一身上の都合により取締役を辞任い
たしました。

２. 常勤監査役松本俊徳氏、監査役水戸重之氏、監査役水谷安秀氏及び監査役浅津英男氏は、
会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。当社は、松本俊徳氏を株式会社東京
証券取引所JASDAQ(スタンダード)の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け
出ております。

３. 監査役水谷安秀氏は、財務及び会計に関して相当程度の知見を有しております。

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外監査役全員との間で会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としておりま

す。
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分

報酬等

の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額

基本報酬 賞与
役員退職慰労

引当金

金額

(千円)

員数

(名)

金額

(千円)

員数

(名)

金額

(千円)

員数

(名)

取締役 140,700 81,900 ５ 54,000 ５ 4,800 １

(うち社外

取締役)
(―) (―) (―) (―) (―) (―) (―)

監査役 12,500 12,000 ３ ― ― 500 １

(うち社外

監査役)
(12,500) (12,000) (３) (―) (―) (500) (１)

(注) １. 上記の取締役の賞与の額は、令和元年５月24日開催の第25期定時株主総会の第５号議案が
原案どおり承認可決されることを条件として取締役５名に対して支払う予定の役員賞与
54,000千円であります。

２．上記の役員退職慰労引当金の額は、当事業年度に係る役員退職慰労引当金5,300千円（取締
役4,800千円、監査役500千円）であります。

３．当事業年度末日の役員退職慰労引当金の額は、44,816千円（取締役42,399千円、監査役
2,416千円）であります。

４．上記の取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まれており
ません。

５．上記の取締役及び監査役の員数には、無報酬の取締役（１名）及び監査役（１名）は含ま
れておりません。

(4) 役員の報酬等の額の決定に関する方針

役員報酬額は、定時株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で各人の報酬額を

代表取締役が決定しております。

また、監査役報酬についても、定時株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で

監査役間にて協議し、決定しております。

　

― 9 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年04月19日 15時18分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



(5) 社外役員に関する事項

① 各社外役員の主な活動状況

区分 氏 名 主な活動状況

監 査 役 松 本 俊 徳

当事業年度開催の取締役会に17回中全回、監査役会に

18回中全回出席し、豊富なビジネス経験を踏まえ、主

に経営のあり方及び内部統制の観点から数多く発言を

行っております。

監 査 役 水 戸 重 之

当事業年度開催の取締役会に17回中14回、監査役会に

18回中14回出席し、主に弁護士としての専門的な見地

から、当社のコンプライアンス体制のあり方等につい

ての発言を行っております。

監 査 役 水 谷 安 秀

当事業年度開催の取締役会に17回中16回、監査役会に

18回中17回出席し、同業種で培われた豊富な経験と会

計に関する高い見識を活かし、主に経営のあり方の観

点から多くの発言を行っております。なお、同氏は財

務及び会計に関して相当程度の知見を有しております。

監 査 役 浅 津 英 男

当事業年度開催の取締役会に17回中全回、監査役会に

18回中全回出席し、豊富なビジネス経験を踏まえ、主

に経営のあり方及び内部統制の観点から数多く発言を

行っております。

② 他の法人等の業務執行者の兼職状況

該当事項はありません。

(6) 社外取締役を置くことが相当でない理由

当社では、第23期定時株主総会において五十嵐一開氏を社外取締役として選任し

ておりましたが、同氏は一身上の都合により平成30年５月24日付で取締役を辞任さ

れており、当社では、当事業年度末日においては、社外取締役を選任しておりませ

ん。当社において社外取締役を置くことが相当でないと判断しておりました理由は、

以下のとおりであります。

当社が属するエンターテインメント業界におきましては、業界特有・会社特有の

文化等があり、事業を取り巻く状況の変化も非常に早いことから、社外取締役とし

て当社の企業経営に参画する方は、エンターテインメント業界に属する会社の企業

経営に精通した者であることが必要であり、かかる専門的知見を有していない社外
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取締役を置くことは、迅速かつ柔軟な経営判断を困難にし、経営判断体制の機能を

低下させるおそれがあり、業務執行に支障が生ずる可能性があるものと判断してお

りました。このような状況を踏まえ、当社といたしましては、適任者が見つからな

い状況下で形式的に社外取締役の選任を急ぐよりも、監査役会の経営監視機能をよ

り一層充実させることにより、当社の企業価値向上を図ることが望ましいと考えて

おりました。

しかしながら、会社法改正やその他の社会情勢の変化等も踏まえ、精力的に適切

な社外取締役の人選に努めましたところ、エンターテインメント業界に精通し十分

な専門的知見を有する適任の候補者を得ることができましたので、本総会において、

第２号議案として社外取締役選任議案を上程いたします。

なお、当社は会社法や証券取引所規則の精神に則り、今後もコーポレート・ガバ

ナンスの向上に努めてまいる所存であります。
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５. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

22,000千円
(注) １. 会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人の監査計画の内容、

会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが当社の事業規模や事業内容に適
切であるかどうかについて必要な検証を行った結果、会計監査人の報酬等の額について相
当であると認めたものであります。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の報酬等の額を区分しておりませんので、上記金額には金融商品取引法に基づく
監査の報酬等を含めております。

３. 公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額はありません。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められる場合は監査役全員の

同意に基づき監査役会が解任いたします。そのほか、会計監査人の会社法等関連法令

違反や、独立性、専門性、職務の執行状況、そのほかの諸般の事情を総合的に判断し

て会計監査を適切に執行することが困難であると認められる場合、また、監査の適切

性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると判断される場合は、監査役会

は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会に株主総会

の目的とすることを求めます。

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年04月19日 15時18分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



６. 会社の体制及び方針
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

業務の適正を確保するための体制

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

当社は、当社を取り巻く変化に迅速に対応し、さらに一部の独断専行が起こら

ないよう、原則として毎週開催する「経営会議」（構成：常勤の取締役・監査役及

び議長が出席を認めた者）において、情報の共有化と重要事項の討議及び決裁を

行っております。また、この内容は毎月の取締役会において付議や報告がなされ、

特に監査役のチェックを受けることで経営の透明性の向上を図っております。さ

らに業務の適正性を確保するため、以下のことを行っていきます。

イ. 取締役は、「組織・職務分掌規程」、「職務権限規程」において定められた責任

と執行の手続きに則り業務を行い、常に業務を見直し、改善していく努力をし

ます。

ロ．使用人は「報告・連絡・相談」を重視し、悪い情報ほど早く報告します。

ハ．監査役は、独立した立場から取締役の職務執行を監査し、問題について指摘

を行います。取締役は指摘された問題につき迅速に対応を行います。

ニ．内部監査室は、代表取締役会長又は代表取締役社長（代表取締役会長及び代

表取締役社長の両方が選任されている場合は、両者で協議の上で決定する者）

の直轄の組織として各部門に対し監査を実施し、問題のあった部署に対し改善

を求めていきます。

ホ．コンプライアンスを社員研修における重要なテーマとして取り上げ、その徹

底を図ります。

ヘ．社外監査役を選任することにより、取締役の職務執行に対する監督機能の維

持と向上を図ります。

ト．法的判断を要する案件については速やかに顧問弁護士等に相談し、法令を逸

脱しない体制をとります。

チ．取締役及び従業員が監査役又は監査役会に対して当社の内部統制上の問題等

に関する情報提供を行った場合、当該取締役及び従業員は、かかる情報提供を

理由にいかなる不利益な取り扱いを受けないものとします。

リ．当社は、反社会的勢力とは決して関わりを持たず、また反社会的勢力による

不当な要求に対しては毅然とした態度で対応してまいります。
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②損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、経営に重大な影響を及ぼすリスクを迅速に認識し、その情報を共有化

するため、前述の「経営会議」を行い、リスク評価とその対応策を検討しており

ます。また、不測の事態が発生した場合には、弁護士を含む外部のアドバイザー

とともに迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を

整えます。

監査役及び内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を代表取

締役会長及び代表取締役社長に報告し、報告を受けた代表取締役は経営会議を経

て取締役会に報告します。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問題点

の把握と改善に努めます。

③取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

財務経理部及び人事総務部は、取締役の職務の執行に係る情報（稟議書、取締

役会及び経営会議など意思決定に係る情報）について、「稟議規程」、「文書管理規

程」等に基づき、その保存媒体に応じて適切な状態で記録・保存・管理すること

とします。

監査役は必要に応じて上述保存及び管理が関連諸規程に準拠して実施されてい

るかについて監査し、取締役会に報告します。

上述「稟議規程」及び「文書管理規程」他関連規程は必要に応じて適時見直し、

改善を図るものとします。

④取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

最高経営責任者（CEO）を務める代表取締役会長又は代表取締役社長は自ら、年

次経営計画に基づいた各本部の目標に対し、職務執行が効率的に行われているか

どうかを「経営会議」及び「幹部会」において監督します。各本部担当取締役は、

年次計画に対して実施すべき具体的な施策と、その実現に最適な業務遂行体制を

決定し、その遂行状況を経営会議において定期的に報告します。これにより、

種々の変化に対応した施策及び効率的な業務遂行体制の構築と、それを阻害する

要因の分析とその改善を図っていきます。

また、最高執行責任者（COO）を務める代表取締役会長、代表取締役社長又は各

本部担当取締役は、必要に応じ「幹部会」等の下部委員会を開催し、全社的な施

策を展開していきます。
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⑤監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立

性に関する事項

現在、当社では監査役の職務を補助すべき使用人は配置していませんが、監査

役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会が監査役と

協議の上、これを指名することとします。また、監査役を補助する期間中、同使

用人への指揮は監査役が行い、同使用人の評価、人事異動、給与等の改定につい

ては監査役会の同意を得た上で決定することで取締役からの独立性を確保するも

のとします。

⑥取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す

る体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役

会等重要会議に出席するとともに、必要に応じて稟議書類等業務執行に係る重要

な文書を閲覧し、取締役及び使用人に説明を求めるものとします。

取締役及び使用人は、業務又は業績に重大な影響を与える事項について、直ち

に監査役に報告するものとし、監査役の情報収集・交換が適切に行えるよう協力

します。

現在、監査役は定期的に監査法人と意見交換を行っておりますが、監査役の職

務遂行にあたり監査役が必要と認めた場合にはその他外部の専門家との連携を図

ることのできる環境を整えております。なお、監査役が、その職務の執行につい

て生ずる費用の前払い又は償還等の請求をした時は、当該監査役の職務の執行に

必要でないと認められる場合を除き、当社は速やかに当該費用又は債務を処理す

るものとします。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社では、上述基本方針に基づく業務の適正を確保するための体制等の整備に

ついて、定期的に点検を行い、その結果を経営会議を通じて取締役会に報告する

ことにより、適切な運用に努めております。

当事業年度における基本方針に基づく運用状況の概要は以下のとおりです。

①取締役の職務の執行について

取締役社長（代表権の有無を問わない。）が主宰する「経営会議」を毎週開催

（当事業年度は計50回開催）し、取締役所管情報の共有化と重要事項の討議及び取

締役会決裁事項の事前確認等を行いました。また、討議及び事前確認された内容

は、毎月の取締役会（当事業年度は計17回開催）において付議や報告がなされ、

監査役のチェックを受けました。
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②リスク管理体制について

上述の「経営会議」を開催し、そこで業務又は業績に重大な影響を与える業務

提携等について、リスク評価とその対応策を検討しました。弁護士を含む外部の

アドバイザーの意見を聴取し、監査法人との意見交換を行うなど、外部の専門家

との連携により、経営判断を補強しております。

③監査役の職務の執行について

監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役

会及び経営会議等に出席するとともに、業務執行に係る重要な文書として、主に

業務又は業績に重大な影響を与える業務提携や、不動産賃貸に係る契約書等の内

容及び文書の保管・整備状況について、内部監査室と連携して取締役及び使用人

にヒアリングの実施・内容及び管理状況の確認等を行い、経営に対する監視強化

を図っております。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

現状、当社には親会社等はありませんが、主要株主との連携を継続し、今後も当社

のコンテンツを最大限に活用するべく主要株主とのシナジーについて可能性を追求し

ていく方針であります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成31年２月28日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

【流 動 資 産】 【7,958,448】【流 動 負 債】 【854,817】

現 金 及 び 預 金 7,056,395 買 掛 金 302,207

売 掛 金 507,174 リ ー ス 債 務 5,653

商 品 及 び 製 品 78,696 未 払 金 77,836

仕 掛 品 92,166 未 払 費 用 39,781

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 797 未 払 法 人 税 等 164,471

前 渡 金 95,489 未 払 消 費 税 等 33,961

前 払 費 用 25,355 前 受 金 18,534

繰 延 税 金 資 産 82,697 預 り 金 32,660

そ の 他 21,753 前 受 収 益 6,774

貸 倒 引 当 金 △2,078 賞 与 引 当 金 44,472

【固 定 資 産】 【2,324,103】 役 員 賞 与 引 当 金 54,000

有 形 固 定 資 産 1,954,284 返 品 調 整 引 当 金 74,133

建 物 1,003,185 そ の 他 330

機 械 及 び 装 置 3,691 【固 定 負 債】 【125,131】

車 両 運 搬 具 0 リ ー ス 債 務 6,204

工 具、 器 具 及 び 備 品 36,753 退 職 給 付 引 当 金 22,618

土 地 907,414 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 44,816

建 設 仮 勘 定 3,240 そ の 他 51,492

無 形 固 定 資 産 227,616 負 債 合 計 979,948

ソ フ ト ウ エ ア 32,639 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 194,434 【株 主 資 本】 【9,300,785】

電 話 加 入 権 542 資 本 金 2,361,275

投 資 そ の 他 の 資 産 142,201 資 本 剰 余 金 2,066,627

投 資 有 価 証 券 3,676 資 本 準 備 金 2,031,275

破 産 更 生 債 権 等 7,990 そ の 他 資 本 剰 余 金 35,352

長 期 前 払 費 用 58,883 利 益 剰 余 金 4,873,663

繰 延 税 金 資 産 25,402 利 益 準 備 金 81,168

そ の 他 53,795 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,792,494

貸 倒 引 当 金 △7,546 繰 越 利 益 剰 余 金 4,792,494

自 己 株 式 △781

【評 価 ・ 換 算 差 額 等】 【1,817】

その他有価証券評価差額金 1,817

純 資 産 合 計 9,302,602

資 産 合 計 10,282,551 負債・純資産合計 10,282,551
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損 益 計 算 書

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

(単位：千円)

科 目 金 額

【売 上 高】 5,975,201

【売 上 原 価】 3,781,397

売 上 総 利 益 2,193,803

【販 売 費 及 び 一 般 管 理 費】 1,384,581

営 業 利 益 809,222

【営 業 外 収 益】

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,217

不 動 産 賃 貸 料 76,400

そ の 他 5,353 83,971

【営 業 外 費 用】

支 払 利 息 470

不 動 産 賃 貸 費 用 57,979

そ の 他 551 59,002

経 常 利 益 834,190

【特 別 損 失】

固 定 資 産 除 却 損 18,153

固 定 資 産 処 分 損 12,205 30,358

税 引 前 当 期 純 利 益 803,832

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 259,646

法 人 税 等 調 整 額 △6,005 253,641

当 期 純 利 益 550,191
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株主資本等変動計算書

（自 平成30年３月１日
至 平成31年２月28日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

当 期 首 残 高 2,361,275 2,031,275 35,352 2,066,627

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 2,361,275 2,031,275 35,352 2,066,627
　

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 81,168 4,482,856 4,564,025 △478 8,991,448

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △240,553 △240,553 △240,553

当 期 純 利 益 550,191 550,191 550,191

自 己 株 式 の 取 得 △302 △302

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― 309,638 309,638 △302 309,336

当 期 末 残 高 81,168 4,792,494 4,873,663 △781 9,300,785

評価・換算差額等
純資産合計その他

有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 2,403 2,403 8,993,852

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △240,553

当 期 純 利 益 550,191

自 己 株 式 の 取 得 △302

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額 )

△585 △585 △585

当 期 変 動 額 合 計 △585 △585 308,750

当 期 末 残 高 1,817 1,817 9,302,602
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個 別 注 記 表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 商品、製品、原材料及び貯蔵品

　 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　 仕掛品

　 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用ソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年以内）に基づく定額法

を採用しております。

③ リース資産 リース期間定額法によっております。

④ 長期前払費用 定額法
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の

うち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職

給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑤ 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社規程

に基づく期末要支給額を計上しております。

⑥ 返品調整引当金 決算期末日後に発生が予想される返品に備えるた

め、過去の返品実績率に基づき、返品損失の見込

額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 消費税等の会計処理

　 税抜方式によっております。

② 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 追加情報に関する注記

該当事項はありません。

３. 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 302,362千円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権 2,570千円

(3) 関係会社に対する短期金銭債務 4,881千円

(4) 関係会社に対する長期金銭債務 3,512千円
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４. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

　 売上高 62,117千円

　 売上原価 12,718千円

　 販売費及び一般管理費 12千円

営業取引以外の取引による取引高 5,619千円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式 8,747,642株

(2) 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 372株

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の

種類
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日
効力
発生日

平成30年５月25日
定時株主総会

普通株式 240,553千円 ５円50銭
平成30年
２月28日

平成30年
５月28日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度に

なるもの

決議予定
株式の

種類
配当金の
原資

配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日
効力
発生日

令和元年５月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 227,429千円 26円00銭
平成31年
２月28日

令和元年
５月27日

(4) 当事業年度末における新株予約権の目的となる株式の種類及び株式数

該当事項はありません。
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６. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 13,608千円

役員賞与引当金 16,524千円

返品調整引当金 21,222千円

たな卸資産評価損 7,078千円

未払事業税 11,583千円

未払事業所税 1,269千円

貸倒引当金 636千円

広告宣伝費 8,109千円

その他 2,665千円

計 82,697千円

繰延税金資産（固定）

貸倒引当金 2,309千円

退職給付引当金 6,921千円

役員退職慰労引当金 13,713千円

減価償却費 5,275千円

投資有価証券評価損 203千円

その他 12千円

評価性引当額 △2,524千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △508千円

計 25,402千円

繰延税金資産合計 108,099千円

繰延税金負債（固定）

投資有価証券 508千円

繰延税金資産（固定）との相殺 △508千円

計 ―千円

繰延税金負債合計 ―千円
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７. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

売掛金に係る顧客の信用リスクは、調査機関を用いた与信調査、取引先信用保

険の利用等によりリスク低減を図っております。また、投資有価証券は株式であ

り、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 7,056,395 7,056,395 ―

②売掛金 507,174 507,174 ―

③投資有価証券 3,676 3,676 ―

④買掛金 (302,207) (302,207) ―

⑤未払金 (77,836) (77,836) ―

⑥未払費用 (39,781) (39,781) ―

⑦未払法人税等 (164,471) (164,471) ―

⑧未払消費税等 (33,961) (33,961) ―

⑨預り金 (32,660) (32,660) ―

⑩リース債務 (11,857) (11,959) 101

(※)負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
(注)金融商品の時価の算定方法

資産
①現金及び預金、②売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

③投資有価証券
投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。

負債
④買掛金、⑤未払金、⑥未払費用、⑦未払法人税等、⑧未払消費税等、⑨預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

⑩リース債務（１年内返済予定分を含む）
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に
想定される利率で割引いて算定する方法によっております。
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８. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、本社ビルの一部についてオフィス等として賃貸しております。

当事業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は18,420千円（賃貸収

益は営業外収益に、賃貸原価は営業外費用に計上）であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：千円）

貸借対照表計上額 当期末の時価

1,075,214 807,660

(注)１.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２.時価の算定方法

期末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を
用いて調整を行い、時点修正した金額を含みます。）によっております。

９. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,063円49銭

(2) １株当たり当期純利益 62円90銭
（注） 当社は、平成30年９月１日付で普通株式について５株を１株とする株式併合を実施

しております。当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり
当期純利益および１株当たり純資産額を算定しております。

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成31年４月15日

株式会社ブロッコリー

取締役会 御中

三優監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 古 藤 智 弘 ㊞

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 齋 藤 浩 史 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ブロッコリーの平
成30年３月１日から平成31年２月28日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につい
て監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は平成30年３月１日から平成31年２月28日までの第25期事業年度の
取締役の職務執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じ説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図
り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務
の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基
づき整備されている体制(内部統制システム)の状況を監視及び検証いたしまし
た。事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」について
は、取締役会の審議状況等を踏まえ、その内容について検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。
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三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている「株式会社の支配に関する基本方針」につい
ては、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成31年４月19日
株式会社 ブロッコリー監査役会

常勤監査役(社外監査役) 松 本 俊 徳 ㊞

社外監査役 水 戸 重 之 ㊞

社外監査役 水 谷 安 秀 ㊞

社外監査役 浅 津 英 男 ㊞

以 上

― 28 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年04月19日 15時18分 $FOLDER; 28ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、事業年度の利益状況と将来の事業展開を総合的かつ中長期的に考慮し、

新規事業展開のための業務提携や開発投資など、将来性と収益性の高い分野への投

資を積極的に行い、より強固な経営基盤を確立するために、内部留保の充実を図っ

ていくとともに、株主の皆様への配当および社員･役員への還元を適正に実施してい

きたいと考えております。

上述の考えに基づき、当社は、内部留保、株主の皆様への配当、および社員･役員

への還元を均等に配分することを当面の基本方針としております。

つきましては、今期の期末配当は、下表＜配分内容＞に記載のとおり、配分分母

（表中のB.計（実質税引後当期純利益））に対する構成比33.1％としまして、後述

「期末配当に関する事項」（2）のとおりとさせていただきたいと存じます。

　

期末配当に関する事項

(1)配当財産の種類

金銭といたします。

(2)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金26円00銭 総額227,429,020円

この結果、当期の年間配当金は、１株につき金26円00銭となります。

(3)剰余金の配当が効力を生ずる日

令和元年５月27日

＜配分内容＞

項目 金額（百万円） 構成比（％）

内部留保 316 46.0

株主配当 227 33.1

決算賞与 ※平成31年２月28日支給済 89 13.0

役員賞与 54 7.9

B.計（実質税引後当期純利益） 687 100.0

A.（会計上の税引後当期純利益） (550)
（注）１．A.（会計上の税引後当期純利益）550百万円は、期末に計上した法人税等調整額△６百万

円の計上による上昇分６百万円を含んだものであります。
２．B.計（実質税引後当期純利益）687百万円は、A.（会計上の税引後当期純利益）550百万円

では減算されている支給済みの決算賞与89百万円と、本総会議案の役員賞与54百万円を加
え、法人税等調整額の計上による上昇分６百万円を減じた実質的な税引後当期純利益であ
ります。
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第２号議案 取締役１名選任の件

当社代表取締役会長である森田知治氏は、役員の定年に関する当社内規に基づき、

本総会終結の時をもって、代表取締役会長 兼 最高経営責任者および取締役を退任

いたしますので、新たに取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者の浅津英男氏は、社外取締役候補者であり、株式会社ハピネットの

最高財務責任者として培われた会計に関する高い見識を活かし、当社社外監査役

（現任）として経営を適切に監査してきた経験を有しており、また当社が属するエン

ターテインメント業界に精通していることから、専門的見地からの経営全般に関す

る客観的・中立的な助言により、コーポレート・ガバナンス強化に寄与していただ

けるものと判断しております。

なお、浅津英男氏は、本議案が承認可決され、社外取締役に選任された場合、本

総会終結の時をもって社外監査役を退任されます。

また、取締役候補者と会社の間に特別の利害関係はありません。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

あさつひでお
浅 津 英 男

(昭和31年３月10日生)

平成２年９月

平成13年４月

平成13年６月

平成17年４月

平成21年11月

平成28年５月

平成28年６月

株式会社ダイリン（現 株式会社ハピネット）入社

株式会社ハピネット執行役員経営戦略室リーダー

同社取締役執行役員最高財務責任者

兼経営戦略室リーダー

同社取締役常務執行役員最高財務責任者

兼経営本部統括

同社取締役専務執行役員最高財務責任者

兼経営本部長

当社監査役就任（現任）

株式会社ハピネット常勤監査役（現任）

―株

（注）１．新任候補者 浅津英男氏は、株式会社ハピネットの最高財務責任者として培われた会計に
関する高い見識を活かし、社外監査役として当社の経営を適切に監査してきた経験を有し
ており、当社の今後の更なる成長のため、社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。

２．浅津英男氏は、現在当社の社外監査役であり、当社の社外監査役に就任してからの年数
は、本総会終結の時をもって３年となります。

３．当社は、本議案が承認可決され、浅津英男氏が社外取締役に選任された場合、同氏との間
で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を、会社法
第425条第１項に定める最低責任限度額に限定する契約を締結する予定です。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役浅津英男氏は、第２号議案が承認可決され社外取締役に選任された場合、

本総会終結の時をもって退任されます。つきましては、第２号議案が原案どおり承

認可決されることを条件として、新たに監査役１名の選任をお願いするものであり

ます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

なお、監査役候補者と会社の間に特別の利害関係はありません。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株式の数

しばたとおる
柴 田 亨

(昭和34年11月12日生)

平成８年４月

平成12年４月

平成20年10月

平成23年12月

平成24年４月

平成28年６月

株式会社ハピネット入社

同社経営本部財務・経理部財務チームリーダー

同社経営本部経営戦略部リーダー

同社経営本部長

同社執行役員管理本部長

同社取締役執行役員経営本部長（現任）

―株

（注）１． 新任候補者 柴田亨氏は社外監査役候補者であります。
２． 新任候補者 柴田亨氏を社外監査役候補者とした理由は、株式会社ハピネットの財務部

門における豊富な業務経験と、同社の経営本部長として培われた高い見識を活かし、当
社の経営を適切に監査していただくため、社外監査役として選任をお願いするものであ
ります。

３． 当社は、本議案が承認可決され、柴田亨氏が社外監査役に選任された場合、同氏との間
で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を、会社
法第425条第１項に定める最低責任限度額に限定する契約を締結する予定です。
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第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金支給の件

当社は、役員の定年に関する当社内規に基づき、退任される取締役に対し、その

在任中の功労に報いるため、当社所定の基準に従い、退職慰労金を支給いたしたい

と存じます。つきましては、本総会終結の時をもって退任される森田知治氏に対し、

退職慰労金として、43,599,840円を支給いたしたいと存じます。

なお、支給の時期および方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。

退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略歴
所有する
当 社 の
株式の数

もりたともはる
森 田 知 治

(昭和24年２月27日生)

平成20年３月

平成20年５月

平成22年５月

平成30年５月

当社入社 顧問

当社取締役

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長

兼最高経営責任者（現任）

7,700株

第５号議案 役員賞与支給の件

当事業年度末時点の取締役６名のうち５名に対し、当事業年度の業績等を勘案し

て、総額54,000千円の役員賞与を支給いたしたいと存じます。なお、各取締役に対

する具体的な支給金額、時期、方法等は、代表取締役の決定に一任いたしたく存じ

ます。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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練馬駅練馬駅

地下鉄大江戸線地下鉄大江戸線

至桜台至桜台

至環七通り至環七通り

至豊島園通り至豊島園通り
西武池袋線西武池袋線

Coconeri
(公共施設)
Coconeri
(公共施設)

至豊島園通り至豊島園通り

平成つつじ公園平成つつじ公園

お寺お寺

交番交番

北口北口

北口北口

中央口中央口

練馬

文化センター

練馬

文化センター

練馬一丁目

公園

練馬一丁目

公園

南町小学校南町小学校

至中村橋至中村橋

練馬区役所練馬区役所
至目白通り至目白通り

千川通り千川通り

練馬駅練馬駅

マ
ロ
ニ
エ
通
り

タ
ウ
ン
サ
イ
ク
ル
練
馬

タ
ウ
ン
サ
イ
ク
ル
練
馬

株主総会会場ご案内図

東京都練馬区練馬１-17-37

練馬文化センター 大ホール（こぶしホール）

電話 （03）3993－3311

　

　

● 都営地下鉄大江戸線「練馬駅」北口より 徒歩１分
● 西武池袋線・西武有楽町線「練馬駅」北口より 徒歩１分
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